
・社会復帰促進等事業費等の推移

年　度

 　区　分

 　　保 険 料 収 入　　 868,573 824,925 862,112 907,231 907,231 835,388

 　社会復帰促進等事業費等

 　限　　　 度 　　　額 159,740 166,129 171,692 177,260 177,260 164,661

 　社会復帰促進等事業費等 《151,424》 
 　予算額及び決算額 124,356 133,330 148,964 165,012 173,425 173,616

 　限度額に対する予 《91.96》 
 　算額の割合（％） 77.85 80.26 86.76 93.09 97.84 105.44

※１　平成29年度までの限度割合は、１８／１１８、平成30年度からの限度割合は、２０／１２０である。
※２　令和３年度概算要求の《　　　》は、未払賃金立替払事業費を除いた数値である。

　

22,192

社会復帰促進等事業等に要する費用について

(単位：百万円）

平成29年度
決算

平成30年度
決算

令和元年度
決算

令和２年度 令和３年度
概算要求当初予算 ２次補正後予算

7,685 7,093 7,331 7,921 10,630

・社会復帰促進等事業及び事務費に充てるべき限度額

１号 ２号 ３号

○労災勘定・徴収勘定の付属雑収入 ○労災勘定・徴収勘定の付属雑収入

社会復帰促進等事業費等

○保 険 料 収 入 より算定した額）

120 ≧ 限 度 額

・預託金利子収入 ・公務員宿舎貸付料
○積立金から生ずる収入 （積立金を除く） 但し、特別支給金

・返納金等 ・延滞金・追徴金・雑入 を除く

(厚生労働大臣が定める基準に
20

×
＋

＋

うち、未払賃金立替

払事業費

資料５


